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　市税などの自主財源の割合が27.9％な
のに対し、地方交付税の割合は35.6％と
全体の約１/３を占め、大きく依存して
いることが分かります。

339億7,316万円
　民生費の割合が最も高くなっていま
すが、これは、子育てや高齢者、障害
者などの福祉事業に力を入れているた
めです。

330億2,039万円

市税
80億４千万円
23.7％

民生費 90億円
27.2％

総務費 48億６千万円
14.7％

公債費 45億４千万円
13.7％

衛生費 41億５千万円
12.6％

土木費 28億９千万円
8.8％

教育費 28億８千万円
8.7％

地方交付税
121億１千万円
35.6％

国庫支出金
54億円
15.9％

諸収入 ８億円
2.4％

市債 20億円
5.9％

県支出金　　
19億２千万円

5.7％
地方譲与税他
13億５千万円

4.0％
その他　17億４千万円　5.0％その他　17億４千万円　5.0％ その他　13億４千万円　4.1％その他　13億４千万円　4.1％

分担金等　　
６億１千万円

1.8％

消防費　　　
12億８千万円

3.9％
諸支出金　　
10億７千万円

3.2％
農林水産費　
10億１千万円

3.1％

※市債とは、公共事業等の資金調達のために負担する債務で、その返済が会計年度を越えて行われるものです。

市税の内訳（計 80億４千万円） 市債※残高の内訳（計319億８千万円）

26億１千万円 79億７千万円79億７千万円

65億７千万円65億７千万円

32億６千万円32億６千万円

30億３千万円30億３千万円

21億２千万円21億２千万円

19億７千万円19億７千万円

11億円11億円

10億５千万円10億５千万円

６億円６億円

43億１千万円43億１千万円

７億１千万円
39億２千万円

４億５千万円

１億８千万円

１億６千万円

１千万円

市民１人当たり
397,623円
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